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第一節 はじめに  
 





























































                                                         































                                                         




























                                                         
4  2008 年 6 月に「犯罪者予防更生法」と「執行猶予者保護観察法」が整理統合され、「更生保護法」が制定された。 
再犯防止のための規範性や生活環境調整・就労支援等が強化された。 
5 日本のかつての法律である（明治 41 年 3 月 28 日法律第 28 号）。刑事施設における被収容者の処遇について定めてい
た。自由刑の執行および行刑処遇に関連する事項を規定していた。立法当時の行刑思想を反映し，国と受刑者の特別
権力関係を基礎として立法されたため，受刑者の地位と権利保護の点で不十分であるなどと指摘されていた。2006 年、
5 月 24 日「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」に改正された。 
6 法務省は 2005 年 7 月、保護観察対象者による重大再犯事件が相次いだことを契機として、「国民の期待に応える更生
保護を実現するために」と、「更生保護のあり方を考える有識者会議を立ち上げた。審議会は,合計 17 回の会議を開催
した後、2006 年 6 月に最終報告書を提出した。 
























   本研究では上記のような問題関心と研究の背景から社会的バルネラブルな状態にい
る罪を犯した高齢者の社会復帰を問題として取り上げ、その有効な支援のあり方を明
らかにすることを目的とする。罪を犯した高齢者を福祉的支援の必要な人ととらえ、そ




                                                         


























   
４．研究の方法                                                                                 





































   第 2 章では、罪を犯した高齢者の社会復帰支援の現状を制度と社会資源から明ら  
かにした。罪を犯した高齢者は、実際にその社会復帰で何を必要とするのか、現在どの
ような支援が行われているのかということを整理した。 




































































２．論文章立て図          
研究背景と問題意識 (序章)             
        研究の目的  
      【本研究がめざすこと】 
       ・罪を犯した高齢者と地域が共存できる望ましい支援のありか方を明らかにする 
【本研究の目的】 
       ・罪を犯した高齢者の実情を明らかにする 
       ・司法と福祉のより良い連携の形を考察する 
       ・罪を犯した高齢者への地域生活の支援体制を考察する 
























































































罪白書において 増加する高齢犯罪者について 2006 年（平成 18 年度）以降、現在まで
毎年のように実態報告をしている。2008年（平成 20年度版犯罪白書）では、特集とし
て「高齢犯罪者の実態と処遇」をテーマとしてその実態を分析している。増加数を見る
と、一般刑法犯検挙人員における高齢者比は 1998年には 2.5％であったものが 10年後
の 2008年では 13.3％となっている。 
直近のデータである「平成 29 年度版犯罪白書」では、高齢者関係の数を次のように
報告している。入所高齢受刑者は 2.498 人はである（平成 9 年の約 4.2 倍，女性では
約 9.1倍）。受刑者に対する高齢者率は、12.2％（前年比 1.5pt上昇）であり、再入者
の割合は、 70.2％（全年齢層では 59.5％）であり、10人に 7人は、再入所者である。  
   罪種については、窃盗 33.979 人（高齢者刑法犯検挙人員の約７割）である。                            
女性高齢者では窃盗が約 9割，万引きが約 8割である。次に、傷害・暴行が 5.823人
であり、前年比は 5.4%増(平成 9年の約 17.4倍）になっている。     
   次の図表は、平成元年から平成 27年までの受刑者数を一覧したものである。総数と
して受刑者は減ってきている。特に、20歳代は約 3分の 1になっている。だが、60歳
以上は増加しており、70歳以上になると、この 27年間に 10倍増加している。    
女性高齢者も同様に 20 歳代の女性が横ばいなのにたいして 60 歳以上の女性は年々
増加している。70歳以上については、平成元年には 0人だったものが、平成 27年には





            図表１－１ 入所受刑者の年齢層別構成比 





平成 28 年度版 犯罪白書 第 2 編/第 4 章/第 1 節３  
65～69歳
年次 総数 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
元 23,566  51     6,096   6,530   6,921   3,181  697    205    90     
２ 21,746  56     5,839   5,526   6,420   3,061  758    226    86     
３ 20,169  42     5,444   5,127   6,014   2,789  673    178    80     
４ 19,950  43     5,231   4,837   5,963   2,992  776    221    108    
５ 20,323  36     5,284   4,939   5,905   3,100  944    253    115    
６ 20,311  44     5,186   4,943   5,624   3,401  982    287    131    
７ 20,834  42     5,298   5,183   5,601   3,487  1,083  329    140    
８ 21,362  34     5,500   5,556   5,583   3,374  1,165  333    150    
９ 21,517  31     5,520   5,645   5,222   3,603  1,336  396    160    
10 21,902  37     5,442   5,770   5,137   3,932  1,402  466    182    
11 23,289  36     5,593   6,270   5,208   4,443  1,500  479    239    
12 26,030  39     6,240   7,306   5,471   4,965  1,756  592    253    
13 26,907  45     6,424   7,555   5,304   5,347  1,905  640    327    
14 28,572  76     6,374   8,195   5,779   5,711  2,091  677    346    
15 29,488  68     6,605   8,716   5,824   5,528  2,307  809    440    
16 30,089  82     6,432   8,950   6,093   5,612  2,456  784    464    
17 30,607  76     6,393   8,844   6,516   5,549  2,687  918    542    
18 30,699  51     6,250   8,926   6,434   5,621  2,710  998    707    
19 28,272  41     5,407   8,196   6,106   5,085  2,723  998    714    
20 26,768  61     4,831   7,356   6,076   4,774  2,899  1,116  771    
21 26,123  54     4,692   7,086   6,203   4,415  2,905  1,116  768    
22 24,873  28     4,317   6,665   6,104   4,060  2,936  1,095  763    
23 23,273  48     3,658   6,189   5,937   3,802  2,828  953    811    
24 22,555  37     3,434   5,694   5,867   3,842  2,778  1,004  903    
25 20,643  27     3,138   5,129   5,446   3,396  2,624  1,039  883    
26 19,744  39     2,858   4,735   5,365   3,433  2,411  1,033  903    
27 19,415  33     2,901   4,551   5,249   3,431  2,356  1,100  894    
元 1,039   2      246     244     312     173    62     20     -      
２ 999     -      252     232     287     177    46     12     5      
３ 914     1      251     193     258     169    40     14     2      
４ 914     3      252     204     261     136    50     18     8      
５ 919     -      273     210     244     137    49     20     6      
６ 955     1      273     219     230     164    52     16     16     
７ 1,004   2      285     254     228     171    54     12     10     
８ 1,071   1      338     269     220     169    62     22     12     
９ 1,150   1      330     304     250     170    80     25     15     
10 1,199   -      377     306     208     215    74     25     19     
11 1,207   -      381     323     219     173    94     40     17     
12 1,468   2      403     439     252     251    104    45     17     
13 1,562   2      465     484     262     244    87     41     18     
14 1,705   1      425     522     318     272    133    40     34     
15 1,867   -      424     630     336     295    135    55     47     
16 2,001   2      436     672     368     314    166    66     43     
17 2,182   5      430     729     426     361    176    82     55     
18 2,333   1      434     726     488     384    211    88     89     
19 2,178   1      379     682     487     339    211    93     79     
20 2,195   2      346     697     474     329    248    106    99     
21 2,170   -      317     696     474     300    279    112    104    
22 2,206   1      327     650     526     308    268    120    126    
23 2,226   1      283     643     566     303    276    110    154    
24 2,225   2      287     593     600     297    267    106    179    
25 2,112   4      247     543     561     302    263    114    192    
26 2,122   -      233     509     603     320    233    123    224    









       図表１－２ 刑法犯高齢者の検挙人員の罪名別構成比(男女別) 
 
     
         平成 29年度版 犯罪白書 第 4編 第 8章 第 1節 犯罪の動向 
 






 図表１－３ 刑法犯 起訴猶予率(罪名別、年齢層別)  (平成 28年) 
         
 
            
    
 
 
平成 29年度 犯罪白書 第 4編 第 8章 第 2節 １処遇  
 
区分 刑法犯 傷害 暴行 窃盗 
総数 52.0 57.4 67.9 52.5 
20～29歳 48.8 55.3 68.3 50.3 
30～39歳 48.9 58.1 69.0 47.9 
40～49歳 50.5 57.2 68.6 47.5 
50～64歳 52.6 58.8 66.1 51.2 









           
 
 
平成 28 年度版 犯罪白書 第 4 編/第 8 章/第 2 節３  
 
 




（平成 25 年法律第 50号）に刑の一部執行猶予が定められ、(2016年 6月施行)、現在、判決時に全部実刑と全部執行



















が求められている。(罪と罰第 40巻 1号) 
 
           図表１－５ 高齢者の罪名別変化 
   
平成 29年度版 犯罪白書 第 4編/第 8章/第 1節   
22 
３．増加する認知症高齢者の犯罪   





告している（法務省矯正局 平成 28年 1月認知症傾向のある受刑者の概数報告)。 
   調査によると、平成 27年 6月 1日時点における、60歳以上の在所受刑者 9,710人 
  (矯正局調べ)のうち，認知症傾向のある受刑者は，およそ 1,300人いると推計され 
  た。 また，65歳以上の在所受刑 6,280人(矯正局調べ)のうち，認知症傾向のある受 
  刑者は，およそ 1,100人いると推計されている。これは、認知症診断スケールである 
  改訂長谷川式簡易知能評価スケール11を実施し，20点以下に該当した人の数である。 
調査対象者 451人(うち，女子は 43人)のうち，（HDS-Rを実施できた者は 429人）で
あり、認知症傾向のある者は 59人(13.8%)， およそ 14%であった。65歳以上になる 
  と、調査対象者 320人(うち，女子は 38人)のうち，HDS-Rを実施できた者は 305人 
  であり，そのうち，認知症傾向のある受刑者は 51人(16.7%)，およそ 17.7%であった。 
（65歳以上の高齢者における認知症の全国有病率推定値は 15%）。 
    詳細は下図表に示したが、加齢に従い、認知症傾向のある受刑者の割合が増えてい 
  るのがわかる。 
    図表１－6 年齢階級別の認知症傾向のある受刑者の比率及び推定人数 
      ※HDS-R＝改訂長谷川式簡易知能評価スケール 
                                                         
10 平成 25 年度法務総合研究所研究部報告 52「知的障害を有する犯罪者の実態と処遇」 
11 改訂長谷川式簡易知能評価スケール(HDS-R)とは我が国で多用されている代表的な認知症スクリーニング・ツールで
ある。対象者の生年月日があらかじめ分かっていれば施行可能であり，施行時間は約 5 分。30 点満点で，20 点 以下
で認知症が疑われる。1)年齢，2)時間の見当識，3)場所の見当識，4)単語の記名， 5)計算，6)数字の逆唱，7)単語の
遅延再生，8)物品の記名，9)言語の流暢性(野菜の名 前の産出)の 9項目から構成されている。  
 年齢階級 
      年  齢 60-64 65-69 70-74 75-79 80- 
調査対象者のうちう HDS-R を実施できた者の人数(429 人) 124 157 88 39 21 
認知症傾向のある受刑者数(59 人) (本調査結果) 8 16 19 10 218 
認知症傾向のある受刑者の比率 (本調査結果) 6.5% 10.2％ 21.6% 25.6% 28.6% 
60 歳以上の受刑者数(9,710 人) (平成 27 年 6 月 1
日現在 矯正局調べ) 
3.430 3.219 1.776 887 398 
認知症傾向のある受刑者の推定人数 221 328 383 227 114 
23 
















   
 













   高齢者の犯罪の大幅な増加は、男女ともに見られる傾向である。 女子高齢者の一般
刑法犯検挙人員は、平成 10年にから平成 19年の約 20年の間に 4.8倍に増加している
（平成 25 年版犯罪白書）。その後も増加倍率は変わらず平成 24 年は平成 5 年の約 5





ある（平成 20年度版•平 25年度版犯罪白書）。 
 刑務所への再入所については、窃盗では男女共高く、出所後 5 年以内の再入所率は












性受刑者が増えている」。   































































過去 10年間に窃盗罪で 6カ月以上の懲役を 3回以上受けると、常習累犯窃盗となり、
通常の窃盗罪よりも重い刑罰を科せられる(昭和 5 年法律第 9 号『窃盗等ノ防止及処分
二関する法律』)。刑法では、犯罪は、合理的な人間が故意に犯した行為であるという
観点から、常習累犯者は、故意に同じ犯罪を繰り返す確信犯であり、悪質性が高く、ま
                                                         












第三節 罪を犯した高齢者の社会復帰の困難性  
 
１．社会からの偏見・差別による居場所のなさ 














なる（平成 26年度版犯罪白書、高齢犯罪者の同居状況 特別調査の結果)。このことが 
                                                         
14 慶應義塾大学法学部法律学科教授。刑事司法、被害者学、アジア法を研究領域としている。 
15 平成 17 年から 19 年にかけて，警察庁・警察政策研究センター及び慶應義塾大学・太田.達也教授が共同研究として




















第四節 小 括 
 

























第二章 罪を犯した人の社会復帰に関連する制度・施策    













第一節 再犯防止推進法の動向   
 
１．再犯防止推進法における社会復帰支援の位置づけ  
   社会復帰が困難な刑務所出所者の支援として、2016 年 12 月 7 日に「再犯防止推進






























止」が大きな課題となったことによる。              
次の図表は、再犯罪者と事件数の関係を示したものである。法務省が昭和 23 年か















（昭和 23 年〜平成 8 年） 
        
       法務書大臣官房秘書課広報室：http://www.moj.go.jp/KANBOU/KOHOSHI/no44/2.html 
                   
下の図表は平成 6年か 26年までの，刑事施設への再入者の動向を示したものである。
再入者数自体は，18年をピークに，その後減少しているが、入所者全体に占める再入者





    
「あかし更生保護フェア」16法務省矯正局総務課更生支援室長補佐 小島まな美報告資料 ｐ２ 
                                                         


















































率 8割）と国立の自立更生促進センタ （ー年間収容率 3割）への受け入れが不十分であ
ることが調査の結果、明らかになったものである。 





























































* * * * * *
」と罪を犯した










   だが、生活困窮者自立支援法は生活保護受給の人は対象外とする地方自治体もあり、
今後、どのように罪を犯した高齢者の社会復帰支援に関係していくのかは流動的であ
る。 また、再犯防止法との関係も未知の部分である。 



























次の図表は、平成 25年 3月の 地域包括ケア研究会の報告書である。 
 
                                                         




図表２－３ 地域包括ケアシステムの５つの構成要素と自助・互助・共助・公助    
 
              地域包括ケア平成 25年研究会報告書  
 















































   また、地方自治体の協力が得られにくい理由として、地域の安全という理由がある。
地方自治法の総則では「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本とし
て..」（第一条の二） とあり、各自治体は、地域住民が安心して生活できる環境を整
                                                         








       図表２－４ 地方自治体と罪を犯した人の社会復帰の関係  
 
           



























   課題として、矯正施設や保護観察所と社会福祉との連携があげられ、現在、事例を通
して、双方が自己変革をしながら新しい合意点を検討している段階にある。 
 























訴、執行猶予等になるという状況がある。        


















   今後の課題として、実態としての犯罪者の社会復帰支援を政策がどう受け止めてい
くかが重要になっている。社会的バルネラブルな罪を犯した人が増加する現在、今後の
動向が重要である。 
   








       
 
法務省  http://www.moj.go.jp/content/001237210. 













































































































































































































第五節 小 括  
 
































































を保護し、及び公共の福祉を増進することを目的とする」。   








































３．国連による更生保護の理念   －東京ルールズ20による社会内処遇－   









   しかし、社会内処遇においては、議論がある。土井は近年の社会内処遇としての社会
奉仕命令や刑の一部執行猶予等の刑罰化への進行と、高齢者や障害者への福祉的支援
の非拘禁的措置化への進行を「監視と援助」という分析視角で研究をしているが、近年 
  の更生保護法の再犯防止目的による 保護観察による監視機能の強化に対して、それは 




                                                         






















































第二節 司法福祉について  
 








   歴史的には、司法福祉という実践は，戦後、家庭裁判所調査官が中心になり、司法の
中に福祉の考え方を入れて発展してきたものと言われている。 





































































































































































             廣井亮一（2008：25）を参考に筆者作成  























        
 
 



















































第三節 これまでの刑事司法と社会福祉の関わりの変化  


























































   戦前は、司法と福祉は分離していたことを確認した。福祉は、刑事司法領域にいる社
会的バルネラブルな状態にいる人への生活援助を実体的解決に向けて独自に援助して
きた。それに対して刑事司法は、規範的解決を中心に司法的判断で対応していた。 
                                                         
26 平成 15 年版犯罪白書：少年刑法犯検挙人員は，昭和 26 年の 16 万 6,433 人をピークとする第一の波，39 年の 23 万
8,830 人をピークとする第二の波，58 年の 31 万 7,438 人をピークとする第三の波という三つの大きな波が見られ
る。 
60 



















































４．司法制度改革と司法福祉   


























   これらの状況を受け、2013年度「司法福祉学会」では、司法と福祉の関係について、
問題提起が行われ、まとめとして、「司法福祉」を社会的弱者に提供される「福祉」の
ひとつとしてとらえるべきではないかと概念の拡大の主張が行われた。 






























    
第四節 小 括   
 




















































①司法が優先される場合   ②中間領域の支援が求められる場合    ③福祉が優先される場合 
 























































































    
  
            
             

























  １．法とソーシャルワークの考え方 





















































































    
３．対象となる問題は何か 
①ソーシャルワーカーや他者(社会の人)の心配や懸念は何であるのか？ 






































































































































































































                                                         
27 「高齢犯罪者の特性と犯罪要因に関する調査」2013 年 12 月 警察庁・警察政策研究センター及び 慶應義塾大学・
太田達也教授による共同研究。超高齢社会を迎え，今後，高齢者犯罪に対する有効な対策を構築するためにも高齢








   
 
 




















                                                         












地とみなすこと」である（生活保護法第 3 章 12 の（3））。つまり、職権消除等で住所
地がない多くの出所者は、本人が希望して帰る先を帰住地として、そこの市町村が援護
の実施期間になるというものである。 














     他の福祉制度による、経済的不足の制度が、生活困窮者の小口の生活資金の貸付制
度が社会福祉協議会にある。だが、借金があると借りられず、保証人も必要である。出
































                                                         





   下図は適切な住まいがないことによる社会復帰ができなかったことのデータであ 
る。出所時の適当な帰住先の有無と再犯期間は関連しており、出所時の住居確保が課題
であると言える。平成 24 年に刑事施設に再入所した受刑者のうち、前刑出所時に適当
な帰住先がなかった人の 52.5％は 1年未満で再犯に及んでいる。 
 
図表４－３ 適当な帰住先と再犯に至るまでの期間  
  
  政府広報オンライン https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201406/1.html 
         
矯正施設入所回数が増加するごとに住まいがなくなることが下のグラフでわかる(平
成 26 年における入所受刑者調べ)。1 回目の入所者(14.3％)と 5 回目の入所者(28.4％)




    
平成 27年版犯罪白書 ｐ154  





























住居不定）が増加する。（平成 20 年版 犯罪白書）つまり、その現状は、貧困者用の
住まいに一時的に住まわなければならない実態がある。例えば、住宅保障ミニマムが保
                                                         





























   生活困窮者への国の住まいの政策としては、2006年施行された「住生活基本法」が   



















































途中で断念した」（平 20年版犯罪白書 2008：299）。 
事例②：「82歳男性。前科、前歴なし。79歳の認知症の妻の排泄介助、食事介助等の
介護を 2年間行っていた。介護は専ら夫が一人で行っていた。夫は捜査関係者に対して









れた殺人は 356件、自殺関与は 15件、傷害致死は 21件であった。 
次の図表は、高齢者の殺人の動機を高齢者以外の人の殺人の動機と較べたものである。





                                                         




























        図表４－６ 更生支援に対する国民の意識          
 




























 図表４－７ 介護殺人の統計 
 
              厚生労働省 
89 





























                                                         
















わせた。」（平成 20 年版犯罪白書 2008：292）。 
事例③：「65 歳男子。本件まで前科・前歴なく，高校卒業後就職した会社に約 40 年
間勤務し，定年退職後，再就職した。自宅を所有し，経済的に問題はない。子供は既に
独立し，妻と二人暮らしで，家族間に特段の問題はなし。本件では，仕事からの帰宅途








まうのでしょう。」（安藤 2016：12 月 5 日朝日新聞)（日本アンガーマネージメント協
会代表理事）。 
⑵ 支援課題検討のための視点 





















告する。「起訴猶予処分者の社会生活支援は、116 日間で 320 件であり、男性が多い。
全体の 85％がネットカフェで暮らしている、居場所のない人は 100％が定職業を持って
いなく、社会の中で孤立している。万引きで初犯といった人に検察段階で接触できれば










                                                         






















法第 17 条、 第 21 条関係)。具体的には、「１．高齢者又は障害のある者等への支援等 
③ 高齢者又は障害のある者等への効果的な入口支援の実施」において、 高齢者又は障



















































おける高齢者（65 歳以上）の強姦，強制わいせつは、20 年間（平成 7 年～平成 26 年）





















                                                         
35 平成 26 年は，昭和 60年と比べると，強姦が２分の１，強制わいせつが約３分の１になった。 




























































































































ついて」2009 年 4 月 1 日付法務省保観第 206 号•社援発第 0401019 号と「『地域生活定着支援センターの事業及び運営




    図表５－２ 地域生活定着支援センターの業務関係図 
 
出典：法務省•厚生労働省（2008年 9月 9日）「矯正施設退所者の地域生活定着支援事業」 
事業名 セーフティネット支援対策等事業費補助金のメニュー事業 
所     管 厚生労働省（社会•援護局）•法務省（矯正局•保護局） 









事業内容 a）コーディネート業務（入所中からの帰住調整   b）フォローアップ業務（出所後に入所した福祉







事業費 各センター 1カ所年間 2,500万円（平成 24年度より、支援の拡充•拡大のため増額） 10/10国庫
事業。平成 28 年より実績により傾斜配分。 
職員配置 6名（社会福祉士•精神保健福祉士等）平成 28年より予算により職員数の増減がある 





   出典：法務省•厚生労働省（2008 年 9 月 9日）「矯正施設退所者の地域生活定着支援事業」 
 
２．事業内容 













      ■コーディネート業務（帰住地への受入れ調整）  









■フォローアップ業務  （受入れ調整後に行う受入先施設等への支援）   
   矯正施設退所後にフォローアップを実施した者  １ ，８６２ （1,640） 
【内訳】   支援が終了した者（地域に定着した者）   ５７６ （484） 
























































更自   自   障    グ   病   救   サ    養   簡無   有   特   そ 
生立   宅   害    ル       護   ｜    護   易料   料   別   の 
保備   ・   者    ｜       施   ビ    老   宿低   老   養   他   
護ホ   ア   支    プ       設   ス    人   泊額   人   護     
施｜   パ   援    ホ   院       高    ホ   所宿   ホ   老  
設ム   ｜   施    ｜           齢    ｜    泊   ｜   人 
     ト   設    ム           者    ム    所   ム   ホ 
              ム           住                 ｜ 
                          宅                 ム     















































     この調査では、さらに、再入所者の詳細を分析し、犯罪を繰り返さないための支援
方法を検討した。事例として 251名から 検討した結果、期間として、再び罪を犯した
人の出所からの期間は半年から 1年以内という結果がでた。 一年以内になると 78％が 
再犯をし、そのうち 6 ヶ月以内が 66％であった。ここから言えることは出所から半年
から一年が危険な期間であり、手厚い支援が必要だということである。 












                                                         
37 「刑務所出所者等の社会復帰支援対策に関する行政評価・監視 結果報告書」 
105 
者がいた。 










   司法における生存権保障である保護カードは社会的バルネラブルな人には必要不可






























   調査対象となる支援者には、事前に調査の目的や内容等を口頭で伝え、了解を得た上
で、調査日に書面による調査研究の趣旨や方法について説明した。又、調査対象者の権
利や守られるべきプライバシーの確保、さらに、結果の公表については、事前に了解を
得ることを説明し、了解を得た。東洋大学倫理審査会承認：2013 年 2 月 21 日 
 
２．調査対象者 
   調査対象者は、各県１カ所ずつ配置されている「地域生活定着支援センター」(今後、
支援センターという)に所属している職員である。人数は男 4 名、女 6 名の 10 名であ











                                                         





    図表５-６ 調査対象者               図表５－７ 調査期間 
 
４．調査の方法  



















名   




①  男 56 歳 5年 A（関東） 
②  男   57歳 2年 3カ月 A  〃 
③  男 69 歳    2年 3カ月 A  〃 
④  女 26 歳    3年 10カ月 B（東北） 
⑤  女 31 歳    3年 10カ月 B  〃 
⑥  女 57 歳      2年 C（関東） 
⑦  女 64 歳      2年 C  〃 
⑧  女 57 歳    2年 9カ月 D  〃 
⑨   女 44 歳    2年 6カ月 È（甲信越） 
⑩  男 31歳     3年 10カ月 F（中部） 
実施時期： 
 
第一回:  5 名(①～⑤) 
   2013 年 2 月 22 日～  2 月 27 日 
 
第二回 : 5 名（⑥～⑩） 
      2013 年 3 月 1 日～ 5 月 25 日 
 




図表 ５－８ 支援者の語りのコード 
 





犯 罪 の 背
景 を み る
こ と の 大
切さ 
支 援 者 と
高 齢 者 の










目 標 と し
て の ニ ー
ズ を 重 視
し た 個 別
支援 
支 援 の 目 標



















刑 務 所 も
高 齢 者 の
一 つ の 社
会 資 源 と








背 景 は 何
か、生活史
の 中 か ら
見 て い か
な い と 見
誤 っ て し
まう 
こ ち ら が
高 齢 や 障
害 の こ と
を も っ と
理 解 し な
け れ ば い











支 援 は 一
人 ひ と り
違う、個別
性を見る 
地 域 で 孤 立
さ せ な い 人
の ネ ッ ト ワ
ークですね 
社 会 に 現
状 を 発 信
し て い く









（ 刑 務 所
回避）犯罪
の 入 り 口
で 支 援 す
る し く み
も 必 要 で
すよね 
 あ ち こ ち
で 話 し を
す る よ う




刑 事 司 法
の 文 化 を
尊 重 し な





成 育 過 程
が 悲 惨 で
すね 
信 頼 関 係
を つ く り
あ げ る こ
と が 大 事
ですね。そ
う し な い
と 直 ぐ に
失 踪 し て












本 人 が 同
意 し な け
れ ば 支 援
は 出 来 な
い 
職 人 芸 に な
っ て は 行 け
ない。支援を
共 有 す る こ
とが大事 
最 終 的 な
目 的 は 地
域 で 支 え
て い く と
いうこと、
ソ ー シ ャ
ル イ ン ク
ル ー ジ ョ













法 改 正 が
必要です。
刑 務 所 の
医 者 が 介
護 保 険 や
療 育 手 帳
の 診 断 書







受 け 入 れ
る 体 制 整
備 を し て
い か な け




福 祉 を 知
ら な い 人
が 多 い で
すね、知っ
て い て も
誤 解 し て
いる「福祉
の 世 話 だ
け に は な






性 の 欲 望
や 物 欲 な
ど コ ン ト
ロ ー ル 出
来 な い と
こ ろ が あ
る 
相 性 が あ
る よ う な


















人 に よ っ
て は 個 別
の 事 情 に
配 慮 し て
措 置 と か
も 必 要 だ
と 思 い ま
すよ 
繋 ぎ 先 と し
ては、劣悪な
と こ ろ も あ
る。無料低額
宿泊所は、本
人 の 小 遣 い
が ほ と ん ど
な い と こ ろ
がある 
働 く 場 も
ない、私が
行 く 以 外
の 日 は ま
っ た く ひ














制 度 が あ
ま り に も
一 律 的 で
すね。委託
者 で あ る
県 の 実 情
に よ っ て
変 え て も
い い の で












後 見 人 を
つ け て 対




刑 務 所 で
規 律 を 守
っ て い た
か ら と い
って、スム
ー ズ に 社
会 復 帰 で






精 神 の 病
気 を 持 っ
て い る 人
も 多 い で
すね 
再 犯 す る
時 っ て 兆
候 が あ る
ん で す よ
ね。わかっ
















田 舎 な の
で 家 族 の
協 力 が 得
ら れ る こ
とがある 
地 域 の 相 談
支 援 セ ン タ
ー と 連 携 が
良 く 取 れ て
助 け あ っ て
いる 
地 域 に つ
な が り が
ないので、
ケ ー ス を
通して、少
し ず つ 理
解 し て も
ら う よ う









関 係 機 関
と の 関 わ
り が 大 変
すね。推進
会 議 も 開
け て い な
い。（委託
先）県も必














連 携 が な
い。地域の
住 民 は 曖
昧だし、ワ
ー カ ー さ








家 族 や 地
域 か ら 見
放 さ れ た
人 
対 象 者 か
ら の 期 待
が 重 い と









環 境 さ え
整 え ば い
い と い う
も の で は
ない、その
後 の 対 人
関 係 が ダ
メ だ っ た
りする 
親戚など、す
ご く 迷 惑 を
か け ら れ た
か ら と 言 っ
て「戻ってき




行 政 が 地
域 の 環 境
を 守 る た
め 触 法 の
人 に 関 わ
ら な い よ













も う 少 し
行 政 が 理
解 を 示 し
て く れ れ












保 護 観 察
所に、施設
入 所 を お
願 い す る
時、一緒に
行 っ て も
ら う よ う





刑 務 所 っ
て 人 権 が
な い な ー
っ て お も
いますね。
刑 務 所 内
は 自 分 の
気 持 ち が
言 え な い











飢 え 死 に
するか、自
殺 す る し
かない、ぎ
り ぎ り の
状 態 で 食
べ 物 を 万
引きした 
支 援 し て
く れ る 人
の た め に
も 立 ち 直
を ら な け
れ ば っ て
言って。嬉
















大 切 な の
は 当 事 者
か ら 学 ぶ
と い う こ
と 
定 着 が 支 援
し て い た こ
とによって、
再 犯 し て も
又、つながり
ができる 
地 域 で 生
活 出 来 て
も、地域の
人 と 関 わ










刑 務 所 の
中 で 会 復
帰 の プ ロ








行 政 か ら
定 着 は 本
人 の 言 う
通 り に す
る ん で す
か っ て 詰
問 さ れ て
も、「そう
です」って
い う よ う




刑 務 所 の
中 に 一 定
期 間 い て
も、それが
更 生 に つ






罪 名 だ け
を見て、行
政で『自業
自 得 じ ゃ
ない？』っ





















刑 務 所 よ
り 地 域 の
方 が 生 活
し づ ら い
か も し れ
ない 
ひ と り で も
二 人 で も そ
の 人 の 応 援
団をつくる 




会 の 偏 見






地 域 に 住
ん だ 人 の
フ ォ ロ ー
ア ッ プ の
期 限 が あ












犯 罪 は 社
会 の 損 失
でしょう。
社 会 復 帰
支 援 の 全
体 的 な し
く み づ く




情 報 の 取
り 方 が 共
有 が で き
ていない。
刑 事 施 設
は法務省、
支 援 は 厚








自 分 が 暴
力 を 振 る
わ れ て き
て、暴力が
す べ て を
解 決 す る
と 思 っ て
いる 
最 初 は 生
活 が 落 ち
着くまで、
度 々 会 い
ます。徐々







 そ れ ぞ れ
の 暮 ら し
方、居心地
の い い 場
所 が あ り
ます 
援 助 の 目 標
としては、地
域 で ト ー タ
ル な 生 活 支
援 
  司 法 と 福
祉 が つ な
がったが、
だが、司法
の 下 請 け
や 丸 投 げ



















一 度 失 敗
すると『俺
に は も う
道がない』 
っ て ガ ラ
ガ ラ っ て
く づ れ ち
ゃう 
こ ん な に
大 勢 の 人
が 支 援 し
て く れ る
と 知 っ て
















希 望 を 聞
い て 本 人
と 地 域 の
い ろ い ろ
な と こ と
に 一 緒 に
行って、生
活 の 選 択
肢 が あ る
こ と を わ
か っ て も
らう 
こ ち ら の 支
援 を 見 て も
ら う た め に
度 々 施 設 に
は 行 き ま す
ね 
そ の 人 に
関 わ る 人
や テ リ ト
リ ー を 作
っ て あ げ





















役 所 の 人
と 大 変 な
ケ ー ス を
一 緒 に や
る と 達 成
感 や 自 信
を 持 つ み
たいで、そ
の 後 関 係




面 接 の と
き は 社 会
復 帰 す る
と い っ て
も 外 へ 出
る と 変 わ






 こ ち ら が
胸 を 開 く
と 相 手 も














犬 が 好 き
な 高 齢 者
で 犬 を 飼
う 支 援 を
し た ら 落
ち 着 き ま
したよ 
決 ま っ た 施
設 と の パ イ
プ が 強 く な
っています 
被 害 者 団
体 と の 関









最 終 的 な
目的は、ど
う し た ら
被 害 者 を
出 さ な い
か と い う
こ と を 考












弁 護 士 と
連 携 し て
入 口 支 援








       図表 5-9 コードとカテゴリ―の関係 
 






      
 











































    ↓ 
犯罪の背景をみることの大切さ 









































       図表５－10 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































        






















































































































































































































































































































































































































































出典：KRIMINAL FORSORGEN “The Danish Prison and Probation Service 2011”の資料を基に筆者作成  
 





というものである。39  組織は下記のようになっている。 
図表６－２ 矯正保護局組織図 
法務大臣（Minister of Justice） 
法務省（Ministry of Justice） 
矯正保護局（Department of Prisons and Probation） 
総局長（Director general） 
 
   刑務所         地方刑務所      保護観察サービス     トレーニングセンター 
閉鎖刑務所 5ヵ所   短期刑/未決刑 36カ所  保護観察所 14カ所      刑務所職員の研修所    
開放刑務所 8カ所   コペンハーゲン刑務所  ハーフウェイハウス 7カ所※１   
 




                                                         
39 KRIMINAL FORSORGEN  The Danish Prison and Probation Service2011 -A brief overview-  
http://www.kriminalforsorgen.dk/http://www.globaldetentionproject.org/fileadmin/docs/ 














過剰収容対応として拡大された。2011 年時点の一日当たり平均受刑者は、約 4,100 名








第二節 開放刑務所の実態調査   
      －ホルセルド開放刑務所（Statsfengslet vend Horserod）視察を通してー 
 











                                                         
40  デンマークでは、刑務所に収容される期間が短く、約３分の 2 の受刑者が仮釈放で刑期より早くでる。開放処遇の
刑務所が多く、受刑中もできるだけ、社会生活とのギャップを作らない処遇としている。例えば、積極的に家族と
交流させ受刑中は社会復帰を目指し、調理、洗濯、買い物等をする。 
41 1990 年 8 月、ハバナで開催された第 8 回「犯罪防止・犯罪者処遇国連会議」において、「被拘禁措置に関する国連  
 最低基準規則(東京ルールズ)が採択された。その後、世界各国で、重要な施策であるとの認識により、社会内処遇や  




①期間：2012年 1月 29日から 2月 6日（9日間） 
②内容：開放刑務所と保護観察所の実態や課題等を把握する目的で視察を行い、担当者
からのヒアリング調査を実施した。 
③訪問地：デンマークの首都地域にあるホルセルド刑務所 (開放刑務所 ) 
（Statsfengslet vend Horserod)で、事務官・ソーシャルワーカー（Susie.Kjaer）・   
教官（Anina In-hye Kruge）・3名の受刑者にヒアリング調査を行った。(2012年 2
月 2日) 
④保護観察所：Direktoratet for Kriminalforsorgen Straffuldbyrdelseskontoret 
コペンハーゲン市内の事務所を訪問し、事務局長 Susanne Clausen と弁護士 Julie 
Bergholt Andersson からコミュニティ・サービスの実施状況についてのヒアリング











用の閉鎖棟(house of closed)・未決収容棟（house of remand）・作業棟・教育棟・管
理棟・教会等がある。受刑者収容室は 223あり、すべて個室である。全室禁煙、禁酒で
ある。 
収容者選択基準は、①刑期 ②過去の服役中における逃走の有無 ③開放施設での精 
神的プレシャーに耐えうる能力（いつでも外へ出れる開放施設の方が,常時の自己コン
トロールが必要であり,ストレスがかかる）である。具体的には、比較的軽微な犯罪者・




















































































































    るけど、ルール違反しないでいればその半分の時間で出れます。あと、3カ月ということ。 















































































4 年ここで働いています。ここの前は 7歳から 16歳の子どもの学校にいました。これは、 













































                                                         




いる。さらに、2000 年からは、飲酒運転の交通事犯に 1 週間程の拘禁刑とコミュニテ
ィ・サービス・オーダーを併用した判決が、裁判所から出されている。現在、非拘禁措
置の政策から、その対象者は軽微な犯罪からより重い犯罪に拡大している。近年、毎年、
年間約 11,000 人が有罪となり、その内、約 4､000 人がコミュニティ・サービス・オー
ダーを宣言されている。 
 




















緯があります。       
                                                         







図表 6－3 刑罰の種類による再犯率比較  
        
 




   デンマークでは、罪を犯した人の社会復帰について、国民の意見が議会に反映され議論さ
れている。自分たちの安全な生活は自分たちで作り上げるものであるとの認識が基になっ
ている。また、自分たちの税金の使われ方を確認するという点でも関心が持たれている。
2011 年時点での 8 政党の議論が紹介されている。社会復帰支援には賛否両論の意見があ
ることがわかる。 
 







  ④急進左翼党(Det Radikale Venstre)：保護観察所と刑務所は予防措置と社会復帰に力
をいれるべきである。 
  ⑤社会主義民主党(Socialistisk Folkeparti)：教育、リハビリテーション、治療をき














  ⑦自由同盟 (Liberal Alliance)：罪の種類によって刑罰を変えるべきである。軽い罪
にはオルターナティブな刑を用い、重い罪には厳しく罰すべきである。 
  ⑧保守党 (Det Konservative Folkeparti)：暴力団や暴力的な犯罪には厳しく罰する
べきである。治安の悪い地域に警察官を多く配置すべきである。 







第五節 司法と福祉の一貫した支援  







































































図表 6－4 60歳以上の刑法犯検挙人員に占める割合の推移（単位：％） 




























































   支援の特徴は、「拘禁に代わる措置の制度を活用し，個々の特性に配慮した処遇とし
て、高齢をひとつの特性としてとらえ、その問題性に適した処遇・支援を行うという理
念が，具体的なものとして，制度の実施に携わる関係者間で共有されていることと報告

















                                                         



















   
第七節  考 察  

















































   我国の示唆として、これら、それぞれの機関が連携、恊働して，犯罪を減らし、罪を
犯した人も含めて、市民の安心、社会の安全が確保できる方策を考えていかなければな
らない。同時に、請け負った機関が責任を持つということも重要である。 






































   日本では、2006年から、法務省と厚生労働省が連携して、就労支援・住居支援・福祉
支援の各対策を開始している。例えば、就労支援として、ハローワーク職員が刑務所に












３．地域での社会復帰支援   




















ある。    








 ⑴ デンマークの実践 
デンマークでは、犯罪に対して刑事司法の目的である社会の安全を目指しながら、長




                                                         























   保安監置における収容は、性犯罪や暴力犯罪を理由として過去に有罪判決を受けて 
  いる者が再犯を行い、犯罪への性癖を有することから社会にとって危険となるおそれ 
  が高いと総合評価により判断される場合に、その者に対する判決において刑と併せて 
  命ぜられるものである。これは、欧州人権裁判所によって、欧州人権条約⑵の規定に 
  違反するとの判決等（2009年 12月）が出ている。だが、要件は緩和されてきてはい 
  るが、存続しており、今後、ドイツでは新たな保安監置制度を構築しなければならなく 
  なっている。この意味するところは、個人の人権に配慮すると同時に国民を犯罪から守
るために社会のリスクを重視しているということであろう。  
 ⑶ イタリアの実践 









 ⑷ 韓国の実践 
韓国においても同様である。2007年に制定された矯正施設の処遇法では，高齢者     
  の処遇においての特別の処遇を条文で位置づけ(第 54条•第 57条)ながらも、同じ高  
  齢者でも最近増加している性犯罪者には、再犯防止対策として「特定性暴力犯罪者 


















































































































































































































































































                                                         
52 1990年 8月、ハバナで開催された第 8回「犯罪防止・犯罪者処遇国連会議」において、「被拘禁措置に関する国連  
 最低基準規則(東京ルールズ)が採択された。その後、世界各国で、重要な施策であるとの認識により、社会内処遇や  





















第四節 今後の展望と残された課題 －具体的支援に向けてー   
































         
 
 
                               
 












                       
                                  
           
 











罪 を 犯 し た 高
齢者の実情 






 罪を犯した高齢者の社会復帰のあり方の考察   
 
①支援の共通価値について  → 犯罪者からひとりの高齢者としての支援 
②司法と福祉の連携について → 司法と福祉の一体化した支援機関 
②支援の協働体制について  → 地域社会による包括ケアシステム 
③罪を犯した高齢者支援の  → 社会的バルラブルな人への福祉的支援      
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